
予算 実績

1 ①
「環境の村事業」において、指導者育成セミナーを開催し、
環境教育に関する指導者を育成。

道民環境活動推進費（環
境の村事業費）

1,363
セミナー等開催
67人参加

・環境教育指導者の育成に向けて、
セミナーやワークショップ等を継続実
施。受講者の効果的なスキルアップ
に向けて、毎年度、テーマを更新して
取り組んでいる。

・引き続き事業を実施し指導者
の育成を図るとともに、受講者
間のネットワークの構築に努め
る。

環境生活部
環境政策課
環境企画Ｇ

2 ①
ボランティア・レンジャー育成研修会を開催し、人と自然と
の橋渡し役をする自然解説員を育成。

－ －
研修会１回開催
受講者７名

・研修会の積極的な周知が必要
・自然観察会などにおける活用の促
進

・一般財団法人北海道歴史文
化財団及び北海道ボランティ
ア・レンジャー協議会と連携し、
ＨＰ等による周知とボランティ
ア・レンジャーの活用に努める

環境生活部
生物多様性保全
課
生物多様性保全Ｇ

別紙１　北海道環境教育等行動計画における推進施策・関連施策の実施状況

主管部局
Ｈ２８

進捗状況と事業成果の評価、課題 今後の方向性
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事業概要 事業名

点
検
結
果

（H28実績）

（予算単位：千円）

（1）人材の育成・効果的な活用

○国の登録制度については、ホームページや各種会議等により、引き続き広く周知に努めます。

計
画
本
文
計
画
に
よ
る
推
進
施
策

関連施策の実施状況

　環境教育や環境保全活動等の推進において重要な役割を担う指導者や教職員の育成や資質の向上に努めるとともに、指導者を地域の環境学習会等に派遣するなど、地域や学校での取
組を支援します。また、国の人材認定等事業により登録された人材等が、地域や学校において積極的に活用されるよう情報提供を行うとともに、道内における指導者の育成と活用を促進し
ます。

①自然解説員、森林学習等指導者、青少年の体験活動に関する指導者などの環境教育指導者の育成と活用を促進します。

②地球温暖化防止活動推進員やeco-アカデミアなどの制度を活用し、地域の住民団体等が開催する環境学習会等に講師を派遣します。

③教職員に対し、環境教育に関する研修等を行います。 

④国の人材認定等事業登録制度等を積極的に周知し、道内における指導者の育成と活用を促進します。   

○環境教育指導者の育成に向けて、各種の研修会等を継続して実施しています。また、指導者に活躍の場を広げていただくために、各分野における指導者の活用方法について、引き続き
周知を図ります。

○地域の住民団体等が開催する環境学習会等への講師派遣事業については、より多くの団体等に活用されるよう、引き続き広く周知に努めるとともに、講演内容の更新及び充実に取り組
みます。

◯教職員や教育施設関係者等を対象とする研修を継続して実施しています。受講者がより増えるよう、引き続き広く周知に努めるとともに、研修内容の更新及び充実に取り組みます。
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（1）人材の育成・効果的な活用

3 ①
地域において、花の育成管理、まちなみ景観に配慮した花
の使い方等を指導助言できる者をフラワーマスターとして
認定・登録。

－ －
３回開催
１５９人

・若年受講者の取り込み
・花を生かしたまちづくり推進
のため、引き続き事業を実施
する。

建設部
都市環境課
まちづくり推進Ｇ

4 ①
子どもの頃から木や森に親しみ豊かな心を育むため、木と
ふれあう場の提供などを行う木育マイスターの育成・活用
を行い、木育の普及啓発を実施。

木育推進事業費（木育マイ
スターの育成・連携）

2,114 24人育成
・森林と木のつながりを意識した木育
の普及

・木育を普及するスペシャリス
トとして、「木育マイスター」を引
き続き育成

水産林務部
森林活用課
木育Ｇ

5 ①

北海道アウトドア資格制度の運営を通じ、アウトドアガイド・
事業者のほか、地域に根ざした人材の育成・確保を図るな
ど、より多くの道民が参加しアウトドア活動を支える基盤づ
くりを推進。

体験型観光推進費（アウト
ドア活動振興環境整備事
業費）

532 308人受講 ・資格制度の普及

・資格制度の普及を図るため、
制度のＰＲほか、各種試験、講
習の実施等に係る情報を発信
する

経済部
観光局
国内誘客Ｇ

6 ① 中高生を対象とした青少年リーダーを養成。
青少年の体験活動推進事
業

2,156 265人参加
・参加者が、学習成果を地域や学校
で活用できるプログラム構成が必要

・地域課題や地域資源としての
環境を活かした体験活動等に
よりプログラムの充実を図る

教育庁
生涯学習課
生涯学習推進・施
設Ｇ

7 ①

道、教育庁、公益財団法人北海道環境財団、北海道環境
教育等推進協議会などで協働し開催。環境教育等を推進
する人材の育成に向けた講座。
小・中学校教員や市町村職員などを対象とし、環境教育や
環境保全活動を推進するプログラム（体験活動やワーク
ショップなど）を研修。

環境教育･環境保全活動に
関するプログラム実践講座

－ 18人参加

環境教育や環境保全活動を推進
するプログラムの研修を継続実
施。環境教育の指導者のスキル
の普及に向け、平成27年度より参
加対象を民間団体・事業者にも拡
大。

環境教育の指導者の育成
に向けて、事業を継続する。
また、受講者が各々の所属
で実践できるよう講座内容
の充実を図る。

環境生活部
環境政策課、
教育庁
義務教育課
生涯学習課

8 ②
地域における自主的な環境保全活動を支援するため、住
民団体等が主催する環境学習講座に講師を派遣する「地
域環境学習講座eco-アカデミア」を実施。

環境保全対策推進費（北
海道環境保全基金事業
（地域環境学習講座「eco-
アカデミア」））

1,002 11回開催
・地域の民間団体等により多く活用さ
れるよう、引き続き事業の周知に取り
組む必要がある

・ＨＰや各種会議等を活用した
周知に努めるとともに、引き続
き幅広い環境学習の機会を提
供する。

環境生活部
環境政策課
環境企画G

9 ②
地球温暖化防止に関する地域住民や団体の学習会等に
「北海道地球温暖化防止活動推進員」を講師として派遣す
るほか、企画段階からの助言等を行う。

ストップ・ザ・温暖化推進事
業費

1,519
推進員２８名、
派遣回数４７回

・派遣制度により、道民の具体的な環
境配慮行動の啓発が行われている
が、制度に関する更なる周知が必要
・推進員の活動を活発化させるため
の支援が必要

・引き続き推進員の派遣を行
い、地域における温暖化対策
の促進をはかる
・制度の活用について、パンフ
レットを配布するなど、幅広く周
知を図っていく。

環境生活部
低炭素社会推進
室
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（1）人材の育成・効果的な活用

10 ②

魚などの生息環境を守る必要性の高い流域を対象に、地
域住民による自発的な森林づくり等が行われている地域を
「北の魚つきの森」として認定し、活動の技術的指導やPR
など、地域と一体となった取組を推進。

「北の魚つきの森」活動支
援【赤レンガチャレンジ事
業】

－ 新規認定なし －
・引き続き事業を実施し、地域
と一体となった取組をすすめる

水産林務部
森林活用課
道民の森Ｇ

11 ③

環境科学研究センターと理科教育センターが中心となって
開発を進めている体験型環境教育プログラムに基づく実習
を通して、体験的な活動を取り入れた環境教育の在り方に
ついて理解を深める研修講座を開催する。

教職員研修費（教育研究
所研修講座費）

－ 16人参加
・環境教育についての理解を促す必
要がある。

・引き続き、会議等機会を捉え
て、環境教育について理解を
深めるための工夫を行う。

教育庁
義務教育課
教職員研修G

12 ③

道、教育庁、公益財団法人北海道環境財団、北海道環境
教育等推進協議会などで協働し開催。環境教育等を推進
する人材の育成に向けた講座。
小・中学校教員や市町村職員などを対象とし、環境教育や
環境保全活動を推進するプログラム（体験活動やワーク
ショップなど）を研修。

環境教育･環境保全活動に
関するプログラム実践講座
【再掲】

－ 18人参加

環境教育や環境保全活動を推進
するプログラムの研修を継続実
施。環境教育の指導者のスキル
の普及に向け、平成27年度より参
加対象を民間団体・事業者にも拡
大。

環境教育の指導者の育成
に向けて、事業を継続する。
また、受講者が各々の所属
で実践できるよう講座内容
の充実を図る。

環境生活部
環境政策課、
教育庁
義務教育課
生涯学習課

13 ④
環境教育等促進法に基づく国の人材認定等事業登録制度
を道のホームページで紹介する。

－ － 道のＨＰで紹介
・制度が一層普及するような周知が
必要

・ＨＰや各種会議等を活用した
周知に努める

環境生活部
環境政策課
環境企画Ｇ

14 ④
環境省との連携。国の環境カウンセラー等の登録制度を周
知。

－ －

道のＨＰで紹介す
るほか、道内カウ
ンセラーとの連携
を図る

・制度が一層普及するような周知が
必要

・ＨＰや各種会議等を活用した
周知に努める

環境生活部
環境政策課
環境企画Ｇ



予算 実績

1 ①
各振興局、市町村、各地域の環境保全活動団体等で
協働。環境フェスティバルや環境学習会等を実施。

環境保全対策推進費
（北海道環境保全基金
事業（地域環境学習普
及事業））【再掲】

1,940
１３振興局
２４事業

・各振興局において、市町村等と連
携した事業として定着しているが、
地域における協働取組などの一層
の推進が必要

・引き続き地域における環
境保全活動と協働取組を推
進・支援する

環境生活部
環境政策課
環境企画Ｇ

2 ①

北海道コカ･コーラボトリング(株)、公益財団法人北海
道環境財団、道で協働。道と協定を結んだ北海道コ
カ･コーラボトリング(株)からの寄附を活用し、道内の
各地域で環境保全活動をに取り組む団体への支援や
フォーラムを開催する「北海道e-水プロジェクト」を実
施。

北海道の豊かな水と自
然を守る事業「北海道ｅ
－水(イーミズ)プロジェク
ト」【赤レンガチャレンジ
事業】

－

・７団体及び１流
域ネットワークに
助成
・フォーラム１１月
開催（160名参
加）

・団体への助成を通じた道の施策
の推進

・引き続き民間企業等と協
働して地域における環境保
全活動へ助成を行う（H25～
流域を意識した複数の構成
団体による活動を優先採
択）

環境生活部
環境政策課
環境企画Ｇ

3 ①

道と公益財団法人日本環境協会で協働。道は、子ど
もたち（幼児から高校生まで）が主体的に行う環境保
全活動及び環境学習を支援する「こどもエコクラブ」事
業の地区事務局を担っている。

－ －
28団体
652人参加

・道内で長年取り組んでいるクラブ
もあり、定着している。クラブによる
優れた取組の周知に引き続き努め
る必要がある。

・ＨＰや各種会議等を活用し
た周知に努め、引き続き地
方事務局としての役割を担
う

環境省
（環境政策課環
境企画Ｇ）

主管部局
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（H28実績）

○地球温暖化防止、森林づくり、省エネ、景観などの様々な分野について、全道各地において、民間団体、学校及び関係行政機関などと連携して環境教育の機会を継続して提供していま
す。

○環境配慮行動の意識付けの促進に向けて、学校や家庭などで省エネルギーの取組を実践できる事業を継続して実施しています。また、事業をより効果的に実施するため、引き続き普及啓
発に取り組みます。

別紙１　北海道環境教育等行動計画における推進施策・関連施策の実施状況

（2）機会の提供・環境配慮行動の意識付け　－　ア　機会の提供

計
画
本
文

　多くの道民が気軽に環境について学習でき、また、知識の習得だけではなく体験型の学習についても身近な場で行えるような機会の充実に努めるほか、地域における自主的な活動の支援
に努めます。また、学校においては、異学年、異校種間の連携及び地域社会等との連携などに配慮しながら教育活動全体を通じて環境教育を促進します。

計
画
に
よ
る

推
進
施
策

①地域の自然的社会的特性をいかした環境学習会や自然観察会など、関係機関や団体等と連携した環境教育の機会を提供します。

②学校をはじめとした様々な生活の場における省エネルギー等の実践により、環境配慮行動の意識付けを促進します。

関連施策の実施状況 （予算単位：千円）

Ｈ２８
進捗状況と事業成果の評価、課題 今後の方向性
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（2）機会の提供・環境配慮行動の意識付け　－　ア　機会の提供

4 ①
環境省との連携。環境省の全国水生生物調査へ協
力。

－ － 3団体84人参加

各市町村の協力を得て、各小中学
校や小・中学生を主体に環境保全
活動に取り組んでいる団体等に周
知実施

・引き続き広範囲な周知に
取り組む

環境省
（環境政策課環
境企画Ｇ）

5 ①
環境配慮行動の普及のため、電気を消してローソク
の灯りの中で静かに地球環境について考えるイベント
である「ガイアナイト」を道庁前庭や各振興局で開催。

環境政策推進事業費
（環境保全活動推進費
（ガイアナイト））

396

７月開催。札幌市
内のほか、9振興
局で実施

・毎年７月に継続実施している。ガ
イアナイトの趣旨をより多くの道民
に理解していただく必要がある。

・引き続き事業を実施し、ガ
イアナイトを通じて環境配慮
行動への理解を促し、行動
の普及を図る

環境生活部
環境政策課
環境企画G

6 ①
「エゾシカ対策推進条例」において、エゾシカが有する
多面的な価値を有効活用することとしており、エゾシカ
を食育や環境教育の題材として利用。

エゾシカ対策推進事業
（エゾシカ有効活用推進
事業）

1,184

小学校（２校）、高
校（１１校）ほか計２
１回実施

・一層の理解を深めるため、継続し
た実施が必要

・引き続き事業を実施する。
環境生活部
エゾシカ対策課
有効活用G

7 ①
野幌森林公園自然ふれあい交流館において、指定管
理者による施設の管理運営、普及啓発活動を実施。

文化・スポーツ振興事業
費（総合博物館費(管理
運営費)）

345,748
来館者数
４５，７４７人

・必要な予算の確保 ・引き続き事業を実施する
環境生活部
文化振興課
文化Ｇ

8 ①

道内の自動車学校においてエコドライブ講習を受講で
きる「北海道エコドライブ推進校」制度を実施。また、
自動車免許取得者等を対象とした普及啓発を実施す
ることにより、ＣＯ２排出量の削減と交通事故防止を一
体的に推進。

エコアンドセーフティ推進
事業費

1,198

普及啓発イベント
開催（6回）、普及
啓発資材（リーフ
レット等作成）

・エコドライブの推進と交通安全の
一体的かつ継続的に推進を図って
きている

・国の交付金等の活用など
により、引き続き事業を実施
し、道民のエコアンドセーフ
ティドライブに対する意識の
向上を図る。

環境生活部
低炭素社会推進
室

9 ①
道民の地球温暖化に対する意識の高揚を図り温暖化
防止のための取組を推進するため、地球温暖化防止
フォーラムを開催。

ストップ・ザ・温暖化推進事
業費

1,519
フォーラム１回
（参加100名）

・継続した取組により温暖化防止
の取組推進が図られており、引き
続き実施する必要がある

・地球温暖化に対する意識
の高揚を図るため引き続き
開催する

環境生活部
低炭素社会推進
室

10 ①

地域と連携した環境保全活動や環境調査などの優れ
た実践的研究に取り組む小・中・高等学校及び中等
教育学校を支援し、その成果の普及を図ることで、本
道における環境教育の充実・推進を図る。

地域とともに学ぶ環境教
育推進事業

725

北海道環境学習
フェアの実施
81名参加

・スーパーサイエンスハイスクール
との共催等による内容の充実が必
要
・地域や学校での実践を広く周知
できるよう、実施内容の改善が必
要

・本事業は今年度（平成29
年度）で終了する。

教育庁
高校教育課
普通教育指導Ｇ
義務教育課
義務教育指導Ｇ

11 ①

GLOBE（環境のための地球学習観測プログラム）推
進事業の支援を行う。
文部科学省「グローブ推進事業」及び環境省「こども
エコクラブ」事業により本プログラムに参加。

－ －
H27～28年度
高校１校

・研究成果の地域や他校への普及
が必要

・成果発表を行うなど、校内
での継続した取組や、他校・
地域への普及を促進

環境省
（教育庁高校教
育課普通教育指
導Ｇ）



別紙１　北海道環境教育等行動計画における推進施策・関連施策の実施状況

（2）機会の提供・環境配慮行動の意識付け　－　ア　機会の提供

12 ①

道民の森・神居尻地区「水源の森」を道民との協働に
よる森づくりのフィールドとして、企業・団体等多くの道
民による植樹活動を通じて水源林として復元してい
く。

道民との協働による水源
林の復元【赤レンガチャ
レンジ事業】

－
5団体、948人参
加、5,047本植栽

・継続した事業実施による水源林
の復元

・継続して事業を実施し、企
業等を主体とした森林づくり
を推進する

水産林務部
森林活用課
道民の森Ｇ

13 ①

道と漁協女性部等で協働。道民の森林づくり活動へ
の自発的な参加促進を図るため、多様な団体による
協働の森林づくりの中心となっている漁協女性部が地
域のイベント等と連携して実施する、植樹活動に対し
て支援。

地域と連携した森林づく
り活動参加促進事業費

3,747

漁協女性部が地
域の行事やイベ
ント等と連携して
実施する植樹活
動に助成

幅広い年代の森林づくり活動未経
験者の参加促進

・「お魚殖やす植樹運動」を
活用し、幅広い年代に森林
づくり活動の場・機会を提供

水産林務部
森林活用課
活用調整Ｇ

14 ①
道民の参加による豊かな森づくりを推進するため｢北
海道・木育フェスタ｣を開催。

北海道森づくりフェスタ
開催費

2,146 植樹祭の開催等
森づくりに対する道民理解の一層
の促進

｢北海道木育フェスタ｣を開
催し、木育を推進

水産林務部
森林活用課
木育Ｇ

15 ①

北海道洞爺湖サミットの開催を契機に高まった森林づ
くりに対する道民の気運を子どもたちにも伝え盛り上
げていくため、家族連れが気軽に森林づくりに参加で
きるフィールドとして「道民の森神居尻地区」に設定し
た「エコ・チャレンジの森」で来園者等による植樹活動
を促進。

「エコ・チャレンジの森」
推進事業費

168 3.20ha下刈 －
・保育等必要な管理を継続
して実施する

水産林務部
森林活用課
道民の森Ｇ

16 ①

小中学生を中心とした子供たちが林業の現場を見学
する機会を設定し、森林づくりの大切さや林業への興
味・理解を深めてもらうとともに、あわせて担い手確保
につなげた取組として実施。

道有林における将来の
担い手確保に向けた、子
供たちの林業現場見学

－

美深町の小中高
生(69名)を対象
に、高性能林業
機械による間伐
現場等の見学会
を開催。また、北
見市の小学生を
対象に、道有林
内の伐採現場見
学会を開催。

・日頃、目にすることのない林業現
場を見学させることで、地域産業へ
の興味や理解を図ることができた。
引き続き、「職業としての林業」の
魅力を情報発信していくことが必
要。

・事業現場等の見学を通じ
て林業への理解を深めても
らい、担い手の確保につな
げた取組として引き続き実
施する。※H29から水産林
務部森林活用課木育Gを主
管として実施予定。

水産林務部
道有林課
道有林整備G

17 ②

道内民間企業、NPO法人アーテック、道で協働。アー
テックの提供する、子供たちが主役になって家庭の省
エネルギー等に取り組む環境プログラム「キッズＩＳＯ
14000プログラム」について、道内企業等の協賛金を
活用し実施。

キッズＩＳＯ１４０００プロ
グラム事業【赤レンガ
チャレンジ事業】

－

11市町村、14小
中学校３２７人参
加
・協力企業３０社

・プログラムに参加する小・中学校
の数は増加傾向。また、安定した
事業を行うため、協賛企業の協力
を引き続き確保する必要がある。

・継続実施。また、より多く
の参加学校と協賛企業を募
るため、事業の周知及び普
及啓発に取り組む。

環境生活部
環境政策課
環境企画Ｇ



別紙１　北海道環境教育等行動計画における推進施策・関連施策の実施状況

（2）機会の提供・環境配慮行動の意識付け　－　ア　機会の提供

18 ②

(株)サッポロドラッグストアー、公益財団法人北海道環
境財団、道で協働。道と協定を結んだ(株)サッポロド
ラッグストアーからの寄附を活用し、同財団が実施
の、子供向け環境教育事業「地球温暖化ふせぎ隊」
への支援に結びつけ、身近な生活環境の中で地球温
暖化防止活動を推進。

民間企業と連携した｢地
球温暖化防止活動｣普及
啓発事業【赤レンガチャ
レンジ事業】

－
16地域29回開催
1,220人参加

道内の各地域において、環境学習
プログラムの作成、実施及び、普
及に向けた活動に継続して取り組
んでいる。

・引き続き民間企業と連携し
て事業を実施するとともに、
活動の更なる充実を図り、
取組の拡大に努める。

環境生活部
環境政策課
環境企画Ｇ

19 ②
地球温暖化防止に関する地域住民や団体の学習会
等に「北海道地球温暖化防止活動推進員」を講師とし
て派遣するほか、企画段階からの助言等を行う。

ストップ・ザ・温暖化推進事
業費

1,519
推進員２８名、
派遣回数４７回

・派遣制度により、道民の具体的な
環境配慮行動の啓発が行われて
いるが、制度に関する更なる周知
が必要
・推進員の活動を活発化させるた
めの支援が必要

・引き続き推進員の派遣を
行い、地域における温暖化
対策の促進をはかる
・制度の活用について、パン
フレットを配布するなど、幅
広く周知を図っていく。

環境生活部
低炭素社会推進
室

20 ②

道内の自動車学校においてエコドライブ講習を受講で
きる「北海道エコドライブ推進校」制度を実施。また、
自動車免許取得者等を対象とした普及啓発を実施す
ることにより、ＣＯ２排出量の削減と交通事故防止を一
体的に推進。

エコアンドセーフティ推進
事業費【再掲】

1,198

普及啓発イベント
開催（6回）、普及
啓発資材（リーフ
レット等作成）

・エコドライブの推進と交通安全の
一体的かつ継続的に推進を図って
きている

・国の交付金等の活用など
により、引き続き事業を実施
し、道民のエコアンドセーフ
ティドライブに対する意識の
向上を図る。

環境生活部
低炭素社会推進
室

21 ②
自然公園ガイドマップの作成や愛鳥週間における野
鳥絵画展を実施。

自然環境計画推進費
（自然公園保全費）
野生鳥獣保護管理対策
費(鳥獣保護対策推進
費)

146

野付風蓮道立自
然公園ガイドマッ
プ作成

自然公園の利用促進や環境保全
意識の高揚に継続して取り組んで
いる

・引き続きガイドマップを作
成する。

環境生活部
生物多様性保全
課
自然公園Ｇ
動物管理Ｇ



別紙１　北海道環境教育等行動計画における推進施策・関連施策の実施状況

（2）機会の提供・環境配慮行動の意識付け　－　ア　機会の提供

23 ②
自然体験学習、環境保全活動、植樹、植栽による環
境教育を実施している私立高等学校を支援。

私立学校管理運営対策
費補助金

36,300 ２２校 ・実施校は増加 ・引き続き支援を行う
総務部
学事課
中高専修学校Ｇ

24 ②

環境を考慮した学校施設（エコスクール）の具体的な
整備推進と実証的な検討を行うため、文部科学省で
は、農林水産省、国土交通省及び環境省と協力のう
え、パイロット・モデル事業（平成29年度からは「エコス
クール・プラス」）を実施し、児童生徒等の環境教育に
資するとともに今後の学校施設の整備充実を一層推
進。

－ －

・太陽光発電導
入26校（道立学
校、H28末現在）
・モデル事業実施
６校

－
・未定（文部科学省の動向
による）

教育庁
施設課
施設助成Ｇ

－22 ②
道、ＮＰＯ法人北海道遺産協議会、関係市町村、企業
等で協働。北海道らしい景観の形成を図るため、北海
道遺産等を活用したまちづくりを推進。

【北海道遺産協
議会】
・ほっかいどう遺
産ＷＡＯＮ寄付金
による北海道遺
産保全活動への
助成事業(１５件）
・(株)伊藤園の｢
お茶で北海道を
美しく。｣キャン
ペーンの寄付金
による北海道遺
産(自然系)の保
全活動への助成
事業(４件)
・中央バス大通
ターミナル2階に
て北海道遺産写
真を展示(常設)
【北海道遺産協
議会と道】
・道庁ホールで天
塩川パネル展
(H28.6)､北海道遺
産パネル展
(H28.8)を開催
・羽田空港内搭
乗口で北海道遺
産パンフレットを
配置

・北海道遺産の活用による北海道
らしい景観の形成を図っていくため
には、市町村、市民団体、民間企
業等とより深く連携・協働していく必
要がある

・引き続き、ＮＰＯ法人北海
道遺産協議会、関係市町
村、企業等と連携・協力し、
北海道遺産等を活用したま
ちづくりを推進する

－

総合政策部
地域創生局
地域政策課
地域政策Ｇ



予算 実績

1 ①
「エコキッズアクションプログラム集１～３」「環境の村
実践マニュアル」「環境教育読本」「オモシロ循環ナビ」
などを作成・配布・提供。

循環資源利用促進事業
費

－
・道のＨＰ等で提
供

これまでに作成した幼児から中学
生を対象とした環境教育プログラ
ム集等について、学校や教育施設
等でより一層活用していただくこと
が必要

各種会議や研修会、ＨＰ等
を活用し、プログラムの積極
的な周知や普及を図る

環境生活部
環境政策課
環境企画Ｇ

2 ①

道、教育庁、公益財団法人北海道環境財団、北海道環境
教育等推進協議会などで協働し開催。環境教育等を推進
する人材の育成に向けた講座。
小・中学校教員や市町村職員などを対象とし、環境教育や
環境保全活動を推進するプログラム（体験活動やワーク
ショップなど）を研修。

環境教育･環境保全活動に
関するプログラム実践講座
【再掲】

－ 18人参加

環境教育や環境保全活動を推進
するプログラムの研修を継続実
施。環境教育の指導者のスキルの
普及に向け、平成27年度より参加
対象を民間団体・事業者にも拡
大。

環境教育の指導者の育成
に向けて、事業を継続する。
また、受講者が各々の所属
で実践できるよう講座内容
の充実を図る。

環境生活部
環境政策課、
教育庁
義務教育課
生涯学習課

3 ①

道民の森の豊かな自然環境を活かした｢森林｣をキー
ワードとした環境教育プログラムを実施し、森林の持
つ公益的機能の理解や森林と環境の結びつきについ
て、興味・関心を深める。

道立の森維持運営費
（道民の森指定管理者
負担金）

158,037

の内数
91プログラム

多くの学校等での活用を促進する
ため、周知・普及が必要

道民の森指定管理業務とし
て継続して実施

水産林務部
森林活用課
道民の森Ｇ

4 ①
環境科学研究センターと理科教育センターが中心と
なって体験型環境教育プログラムの開発を進める。

教職員研修費（教育研
究所研修講座費）【再
掲】

－ 16名参加
環境教育についての理解を促す必要
がある。

・引き続き、会議等機会を捉え
て、環境教育について理解を
深めるための工夫を行う。

教育庁
義務教育課
教職員研修G

今後の方向性 主管部局
通

し

番

号

施

策

区

分

事業概要 事業名
Ｈ２８

進捗状況と事業成果の評価、課題

別紙１　北海道環境教育等行動計画における推進施策・関連施策の実施状況

（2）機会の提供・環境配慮行動の意識付け　－　イ　環境教育プログラム等の活用

計
画
本
文

身近な場で活用できる環境教育プログラム等を作成・普及するとともに、市民活動団体などが作成したプログラム等も活用し、環境教育等の効果的な推進に努めます。

計
画
に
よ
る

推
進
施
策

 ①エコキッズアクションプログラムや環境の村実践マニュアルなど、家庭、幼稚園・保育所、学校、事業所等で環境保全の取組へのきっかけづくりとして活用できる、環境教育プログラム等を
作成・普及します。

点
検
結
果

（H28実績）

○環境教育の推進に向けたプログラムやマニュアル等の作成・提供に取り組んでいます。また、利用や参加をより一層促進するために、引き続き、周知及び内容の充実に取り組みます。

関連施策の実施状況 （予算単位：千円）



予算 実績

1 ① 環境保全活動功労者を表彰。

環境保全対策推進費
（北海道環境保全基金
事業（環境保全活動功
労者表彰））

58 知事感謝状　１件 ・該当者の把握と積極的な推進
・引き続き事業を実施し、環
境保全活動の一層の活発
化を促す

環境生活部
環境政策課
環境管理G

2 ① 北海道社会貢献賞（自然保護関係）を授与。 － － ・該当者の把握と積極的な推進 ・引き続き事業を実施する
環境生活部生物
多様性保全課生
物多様性保全Ｇ

3 ①
緑化推進運動功労者内閣総理大臣表彰の該当者を
国に推薦。

－ － 受賞　　なし ・該当者の把握と積極的な推進
・引き続き事業を実施し、環
境保全活動の一層の活発
化を促す

環境生活部
環境政策課
環境管理G

4 ①
環境大臣表彰（地域環境保全功労者）の該当者を国
に推薦。

－ － １件（１個人） ・該当者の把握と積極的な推進
・引き続き事業を実施し、環
境保全活動の一層の活発
化を促す

環境生活部
環境政策課
環境管理G

関連施策の実施状況 （予算単位：千円）

通
し
番
号

施
策
区
分

事業概要 事業名 今後の方向性 主管部局
Ｈ２８

進捗状況と事業成果の評価、課題

別紙１　北海道環境教育等行動計画における推進施策・関連施策の実施状況

（2）機会の提供・環境配慮行動の意識付け　－　ウ　表彰等

計
画
本
文

　北海道社会貢献賞、知事感謝状、ゼロ・エミ大賞などにより環境保全活動等の推進に功績のあった個人又は団体を表彰します。また、環境マネジメントシステムの導入を促進するとともに、
「北海道グリーン・ビズ認定制度」により環境保全に貢献している事業所等を認定・登録します。

①環境保全活動等の推進に功績のあった個人又は団体を表彰します。計
画
に
よ
る

推
進
施
策

②環境マネジメントシステムの導入を促進します。

③北海道グリーン・ビズ認定制度を適切に運用します。

○国や道により、自然保護や緑化推進、３Ｒ推進などの様々な分野において表彰を実施しています。引き続き、該当者・団体の把握に努め、積極的な公表･周知を行います。

○環境マネジメントシステムの導入については、停滞期に入っていると思われます。引き続き、普及啓発に取り組みます。

点
検
結
果

（H28実績）

○北海道グリーン・ビズ認定制度については、1,500程度の事業者が登録しており、一定の認知を得ていると思われます。引き続き、普及啓発に取り組みます。



別紙１　北海道環境教育等行動計画における推進施策・関連施策の実施状況

（2）機会の提供・環境配慮行動の意識付け　－　ウ　表彰等

5 ①
環境大臣表彰（地域環境美化功績者）の該当者を国
に推薦。

－ －
２件（１個人、１団
体）

・該当者の把握と積極的な推進
・引き続き事業を実施し、環
境保全活動の一層の活発
化を促す

環境生活部
環境政策課
環境管理G

6 ①
環境大臣表彰（自然環境功労者）の該当者を国に推
薦。

－ － 1件（1個人） ・該当者の把握と積極的な推進 ・引き続き事業を実施する

環境生活部
生物多様性保全
課
生物多様性保全
Ｇ

7 ①
北海道ゼロ・エミ（※）大賞を表彰。※ゼロ・エミッション
の略称

循環型社会推進費（３Ｒ
推進費）

1,923
大賞１社
優秀賞１社

・該当者の把握と積極的な推進 ・引き続き事業を実施する

環境生活部
循環型社会推進
課
循環調整Ｇ

8 ①
「ごみの散乱防止などに関するポスター及び標語」の
優秀な作品を表彰。

生活環境衛生費（空き缶
等散乱防止対策推進事
務費）

453
最優秀賞３作品
優秀賞６作品

・作品の募集や入賞作品の展示会
開催等で、環境配慮行動の意識付
けが図られた

・引き続き事業を実施する。

環境生活部
循環型社会推進
課
循環調整Ｇ

9 ①
地球温暖化防止対策に大きく貢献する森林づくり活
動をしている森林所有者などを評価し、表彰。

「ほっかいどう地球温暖
化防止貢献の森林づくり
コンクール」【赤レンガ
チャレンジ事業】

－
個人１８人と３団
体

・コンクール開催の周知 ・引き続き事業を実施する

水産林務部
森林活用課
林業普及Ｇ・木
育Ｇ

10 ②

国際機関、国や北海道商工会議所等の策定したＩＳＯ
14001、エコアクション２１や北海道環境マネジメントシ
ステムスタンダード（ＨＥＳ）について、道ＨＰによる周
知等、事業所等の取得を促す。

－ －

ISO14001　367事
業所
ｴｺｱｸｼｮﾝ21　99
事業所
ＨＥＳ　105事業所
合計571事業所

・導入事業所数は減少傾向にある
・引き続き周知等を行い、事
業所等の環境保全活動の
一層の活発化を促す

環境生活部
環境政策課
環境企画Ｇ

11 ③

北海道グリーン・ビズ認定制度（優良な取組、先進的
な取組、創意あふれる取組の３部門）のうち、先進的
な取組・創意あふれる取組の認定者に対し、認定証
授与式を開催。

北海道グリーン・ビズ認
定制度

－

創意あふれる取
組４件
先進的な取組０
件
優良な取組1,499
件

・認定制度は事業者に普及してい
る。また、「先進的な取組・創意あ
ふれる取組」は、他の事業者の模
範となるものであり、相応しい取組
を継続して認定している。

・引き続き事業を実施すると
ともに、普及啓発に取り組む

環境生活部
環境政策課
環境企画G



予算 実績

1 ①
環境セミナーの開催、団体・施設のデータベース化及
び公表、資料・資材の貸出、相談業務等を実施。

2 ②

・地域イベントへの参画、道内企業における環境関連
キャンペーン事業への協力、相談業務等を実施。

・札幌圏にある４つの中間支援組織（公益財団法人北
海道環境財団、特定非営利活動法人北海道市民環
境ネットワーク、札幌市環境プラザ、環境省北海道環
境パートナーシップオフィス）における連携を推進。

3 ③
地球温暖化防止に係る指導者養成のための講習会
や、環境教育において指導者が活用するプログラム
の新規作成・更新などを行う。

Ｈ２８
進捗状況と事業成果の評価、課題

通
し
番
号

施
策
区
分

事業概要 事業名 今後の方向性 主管部局

・環境教育等に関する拠点及び中
間支援の役割を担っており、情報
提供や相談業務、環境教育のセミ
ナーや教室、各主体のコーディ
ネートなど幅広い活動を実施して
いる

・引き続き助成を実施し拠点
機能及び中間支援機能の
維持を図るとともに、各種の
取組をより効果的に実施す
る

環境生活部
環境政策課
環境企画Ｇ

60,883

・環境セミナー
5地域5回214人
参加
・環境教室
3地域3件109人
参加
・屋台形式ｲﾍﾞﾝﾄ
4地域7件605人
参加
・出前授業
4校80人参加
・相談
453件
・ＨＰアクセス
約3万3千件
・指導者講習会
1回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ作成
新規2件、更新2
件

北海道環境財団助成費
（情報収集・提供事業）
（環境教育推進事業）
（環境サポートセンター
運営事業）

別紙１　北海道環境教育等行動計画における推進施策・関連施策の実施状況

（3）拠点機能の整備　－　ア　北海道環境サポートセンター

計
画
本
文

　環境教育等に関する活動の拠点として、環境セミナーの開催、団体・施設のデータベース化による公表、相談業務、市民活動団体相互のコーディネートなど、専門知識をいかした連携・協
働の支援や情報の収集・提供を一層効果的に進めます。

計
画
に
よ
る
推
進

施
策

①環境教育の機会や環境情報の提供など、本道の環境に関する活動の拠点としての効果的な取組に努めます。

②市民活動団体や企業とのネットワークづくりや市町村、学校等との連携・協働の推進及び各主体間のコーディネートなど、中間支援組織としての機能の充実に努めます。

③環境教育指導者やコーディネーター等の育成に努めます。

関連施策の実施状況 （予算単位：千円）

点
検
結
果

（H28実績）

○北海道環境サポートセンターについては、環境教育等に関する拠点及び中間支援の役割を担っており、情報提供や相談業務、環境教育のセミナーや教室、各主体のコーディネートなど幅
広い活動を実施しています。引き続き助成を実施し機能の維持を図るとともに、より効果的な取組の実施を図ります。



予算 実績

環境の村　エコロジーワークショップを開催。 1回19人参加

2 ② 環境の村　エコサロンを開催。 2回31人参加

3 ③ 人材育成に向けた取組を実施。

エコサロン　2回
31人参加【再
掲】、ワークショッ
プ　1回19人参加
【再掲】

4 ④ 親子を対象とした体験型環境教育プログラムを実施。

・ｱｰｽﾌｧﾐﾘｰｷｬﾝ
ﾌﾟ　1回18人参加
・道民森づくり,ﾈｯ
ﾄﾜｰｸの集いに出
展し環境教育プ
ログラムを実施

5 ⑤
ボランティアや過去参加者(育成者)等を活用した事業
の運営を実施。

ボランティア等の
募集、育成者の
活用

6 ⑥ 環境の村における様々な取組を情報発信。
ＨＰやSNS等によ
る発信

進捗状況と事業成果の評価、課題

1,362

・プロポーザル審査方式で選定し
た委託事業者の専門性を活かし、
多様な体験型プログラムや人材育
成を行っている

・引き続き事業を実施し指導
者の育成を図るとともに、受
講者間のネットワークの構
築に努める
・引き続き事業を実施すると
ともに、取組の成果をさらに
周知することにより、取組の
ノウハウが広く伝わるよう努
める

環境生活部
環境政策課
環境企画Ｇ

1 ①

道民環境活動推進費
（環境の村事業費）【再
掲】

別紙１　北海道環境教育等行動計画における推進施策・関連施策の実施状況

（3）拠点機能の整備　－　イ　北海道環境の村

計
画
本
文

エコセミナー、人材育成セミナー等の開催や親子を対象とした体験型環境教育プログラムの実施、環境の村における取組や環境教育の先進事例の発信などの事業を実施するとともに内容
の充実を図ります。

計
画
に
よ
る
推
進
施
策

①環境への負荷が少ないライフスタイルの学習会等を開催します。

②自然と人との共生の学習会等を開催します。

③地域で活動する指導者・リーダーの育成に努めます。

④世代交流・国際交流を通じた多面的な学習に努めます。

⑤多くの主体とのパートナーシップによる運営に努めます。

⑥環境に配慮した取組や新たな提案の発信に努めます。

○環境配慮行動の実践促進に向けて、環境教育業務（体験プログラム）、人材育成業務（セミナー及びワークショップ）及び情報発信業務を継続して実施しています。また、環境の村の取組趣
旨が道内に広く普及するよう、効果的な事業展開を検討しながら、引き続き人材育成のより一層の促進や情報発信の充実に取り組みます。

関連施策の実施状況 （予算単位：千円）

Ｈ２８

点
検
結
果

（H28実績）

通
し
番
号

施
策
区
分

事業概要 事業名 今後の方向性 主管部局



予算 実績

1 ①
野幌森林公園自然ふれあい交流館において、指定管
理者による施設の管理運営、普及啓発活動を実施。

文化・スポーツ振興事業
費（総合博物館費(管理
運営費)）【再掲】

345,748
来館者数
４５，７４７人

・必要な予算の確保 ・引き続き事業を実施する
環境生活部
文化振興課
文化Ｇ

2 ①
道立青少年体験活動支援施設において、環境プログ
ラムを提供。

－ －
全道６施設で、
様々な事業を多
数実施

・環境に関する多様な課題に対応
するためのプログラムが必要

・施設の周辺資源などを活
用したプログラムの開発や
提供を図る

教育庁
生涯学習課
社会教育・読書推進
Ｇ

3 ①

道、教育庁、公益財団法人北海道環境財団、北海道環境
教育等推進協議会などで協働し開催。環境教育等を推進
する人材の育成に向けた講座。
小・中学校教員や市町村職員などを対象とし、環境教育や
環境保全活動を推進するプログラム（体験活動やワーク
ショップなど）を研修。

環境教育･環境保全活動に
関するプログラム実践講座
【再掲】

－ 18人参加

環境教育や環境保全活動を推進
するプログラムの研修を継続実
施。環境教育の指導者のスキルの
普及に向け、平成27年度より参加
対象を民間団体・事業者にも拡
大。

環境教育の指導者の育成
に向けて、事業を継続する。
また、受講者が各々の所属
で実践できるよう講座内容
の充実を図る。

環境生活部
環境政策課、
教育庁
義務教育課
生涯学習課

4 ①

「自然公園法」に基づき、国立・国定及び道立自然公
園の自然環境を保全し、適正な利用を推進するため、
各種自然公園施設の整備等を行うとともに、老朽化し
た道有施設の補修・改良を行い、利用者の安全や快
適な利用を図る。

自然公園等整備費（自
然公園施設整備費）

－
18施設で補修等
実施

・老朽化の進行による、補修・改良
が必要な施設の増加

・緊急性、利用者の安全性
等を考慮して適切な補修等
を進める

環境生活部
生物多様性保全課
自然公園Ｇ

今後の方向性 主管部局

通
し
番
号

施
策
区
分

事業概要 事業名
Ｈ２８

進捗状況と事業成果の評価、課題

別紙１　北海道環境教育等行動計画における推進施策・関連施策の実施状況

（3）拠点機能の整備　－　ウ　既存施設の活用と連携

計
画
本
文

　道立青少年教育施設、野幌森林公園自然ふれあい交流館、エコスクール（環境を考慮した学校施設）、北海道立総合研究機構（環境科学研究センターや北方建築総合研究所）などの施設
や国立・国定・道立自然公園、道立広域公園、道民の森や河川に整備された水辺の楽校などにおける環境教育情報の共有や活動プログラムの充実などにより、その活用や連携の仕組みづ
くりに努めます。

計
画
に
よ
る

推
進
施
策

①既存施設の活用と連携を促進します。（＊既存施設の整備を含む）

点
検
結
果

（H28実績）

○既存施設（青少年教育施設や森林公園等）について、維持管理や補修・改良等を継続して実施しています。また、引き続き、既存施設と連携するソフト事業（施設体験、野外体験、セミ
ナー、ワークショップ等）に取り組みます。

関連施策の実施状況 （予算単位：千円）



別紙１　北海道環境教育等行動計画における推進施策・関連施策の実施状況

（3）拠点機能の整備　－　ウ　既存施設の活用と連携

5 ① 旭岳ビジターセンターの維持管理を実施。
自然公園等整備費（自
然公園整備事業費【維
持管理費】）

－ 維持管理の実施
・多様な主体による管理運営につ
いての検討

環境省の整備計画にあわ
せて各主体の役割分担を検
討する

環境生活部
生物多様性保全課
自然公園Ｇ

6 ①
道が自然公園内に整備した公衆トイレの維持管理を
実施。

自然公園等整備費（自
然公園整備事業費【維
持管理費】）

－
公衆トイレ　77カ
所

・老朽化により、大半の施設内の電
気・機械設備等の更新が困難

・適正な維持管理を行うとと
もに、今後、直轄事業の可
能性がある施設について環
境省へ要望する

環境生活部
生物多様性保全課
自然公園Ｇ

7 ①

北海道自然環境等保全条例に基づいて指定されてい
る道自然環境保全地域、環境緑地保護地区等、記念
保護樹木を適正に管理するため、記念保護樹木の診
断や治療などの保全対策を実施。

自然環境保全費（自然
環境保全監視費）

673
樹木治療等の実
施

・事業予算を縮小する中での事業
内容の充実

・緊急性のある樹木を優先
して実施する

環境生活部
生物多様性保全課
自然公園Ｇ

8 ①
野幌森林公園内の巡視及び利用者の指導及び警備
を実施。

文化・スポーツ振興事業
費（野幌森林公園管理
費）

4,198

野幌森林公園利
用者数　約６０４
千人

・必要な予算の確保 ・引き続き事業を実施する
環境生活部
文化振興課
文化Ｇ

9 ①
野幌森林公園記念施設地区における各種施設の警
備、清掃、芝生、樹木管理及び除雪を実施。

文化・スポーツ振興事業
費（開拓記念館費(管理
運営費)）【再掲】

345,748
開拓の村入村者
数　１２５，４２８人

・必要な予算の確保 ・引き続き事業を実施する
環境生活部
文化振興課
文化Ｇ

10 ①
良好な水辺空間の形成や水質浄化を行い、うるおい
のある水辺空間を創出するとともに、重要な自然環境
の保全・復元を図る。

河川環境整備事業費 930,000
久著呂川など６
河川で実施

・交付金制度の見直しに伴い、別
事業より切り出し、H27から統合し
て報告
・必要な予算の確保

・引き続き事業を実施する
建設部
河川砂防課
河川計画Ｇ

11 ①
「北海道の川づくり基本計画」に基づき、親しみやすい
川・水質の改善・ゆとりの確保・子どもたちの川づくり・
魚道の整備など生きている川づくりを行う。

河川改修事業費・特別
対策事業費・一般事業
（生きている川づくり推進
事業）

120,000
標津川など９河
川で実施

・必要な予算の確保 ・今後も現状通り進める
建設部
維持管理防災課
維持Ｇ

12 ①
「北海道広域緑地計画」に基づき、道立広域公園の整
備を図る。

公園公共事業費 747,266

オホーツク公園
（網走市）
センターハウス遊
具設置　一式
北海道子どもの
国（砂川市）
遊具施設更新
一式

・必要な予算の確保
・既存施設の再整備や老朽
施設の更新を進める

建設部
都市環境課
公園緑地Ｇ



別紙１　北海道環境教育等行動計画における推進施策・関連施策の実施状況

（3）拠点機能の整備　－　ウ　既存施設の活用と連携

13 ①

「北海道広域緑地計画」に基づく道立広域公園の整
備推進のため、補助事業で採択されない公園施設の
整備を図るとともに、供用済み公園施設の修繕や改
築更新事業を行う。

道立都市公園整備費 90,607

真駒内公園
（札幌市）
屋外競技施設補
修
一式

・H26年公園事業の長寿命化計画
を策定しており、計画的に更新を行
うため、予算の確保が必要

・引き続き事業を実施する
建設部
都市環境課
公園緑地Ｇ

14 ①
森林の有する多面的機能の維持増進を図り、森林整
備を支える担い手の多くが居住する山村地域の活性
化や森林整備に必要な路網の整備を実施。

森林居住環境整備事業 423,273 林道整備７地区 ・必要な予算の確保
・計画的な事業推進を展開
し、継続して事業を実施する

水産林務部
森林整備課
路網整備Ｇ

15 ①
森林散策や森林づくり活動等で道有林を利用する道
民が安全かつ自由に利用できるよう、散策路の路面
整備や草刈り等を実施。

道民との協働の森づくり
推進事業費（ふれあいの
小径整備）

12,640

野幌森林公園遊
歩道など
12箇所

・必要な予算の確保
・今後とも必要な施設の管
理を実施する

水産林務部
森林活用課
道民の森Ｇ

16 ①

多くの道民が森林と親しみ、森林を知り、その恵みを
受けることによって、自然と共に生きる心を培うことを
目的とし、レクリェーション、スポーツ、森林学習、文化
活動などが体験できる森林総合利用施設である「道
民の森」の維持運営を行う。

道立の森維持運営費
191,442

の内数
利用者数
約１３万人

・施設の効率的な活用や長寿命化
対策が必要

・施設の効率的な活用や長
寿命化対策を進める

水産林務部
森林活用課
道民の森Ｇ

17 ①

民間企業・団体と道で協働。北海道がコーディネータ
となり、環境面で社会的な貢献を希望している企業や
団体を募集し、企業との協働による森林整備を希望
する道内の森林所有者との橋渡しを行う。

ほっかいどう企業の森林
づくり【赤レンガチャレン
ジ事業】

－ なし
・企業等を主体とした森林づくりを
推進

・継続して事業を実施し、企
業等を主体とした森林づくり
を推進する

水産林務部
森林活用課
道民の森Ｇ

18 ①

（株）ローソンと道で協働。道とローソンとの包括連携
協定に基づき、地域の児童・生徒の体験活動の場とし
て各市町村に設定した「げんきの森」について、活動
や基盤整備に係る事業を支援。

包括連携協定に基づく
協働事業

－ ２カ所
・各地域の特性に応じた森林体験
活動の展開

・包括連携協定に基づき引
き続き実施

水産林務部
森林活用課
活用調整Ｇ

19 ①

環境を考慮した学校施設（エコスクール）の具体的な
整備推進と実証的な検討を行うため、文部科学省で
は、農林水産省、国土交通省及び環境省と協力のう
え、パイロット・モデル事業（平成29年度からは「エコス
クール・プラス」）を実施し、児童生徒等の環境教育に
資するとともに今後の学校施設の整備充実を一層推
進。

【再掲】 －

・太陽光発電導
入26校（道立学
校、H28末現在）
・モデル事業実施
６校

－
・未定（文部科学省の動向
による）

教育庁
施設課
施設助成Ｇ



予算 実績

1 ①
環境教育等促進法に基づく、「体験の機会の場」の認
定制度について、ＨＰ等を活用した制度の周知を図
る。

－ －
ＨＰによる制度の
周知

・より多くの方々に制度を知っても
らうことが必要

・引き続きＨＰ等を活用し、
幅広い周知を図る

環境生活部
環境政策課
環境企画Ｇ

通
し
番
号

点
検
結
果

（H28実績）

○環境教育等促進法に基づく制度については、ホームページや各種会議等により、引き続き広く周知に努めます。

関連施策の実施状況 （予算単位：千円）

施
策
区
分

別紙１　北海道環境教育等行動計画における推進施策・関連施策の実施状況

（3）拠点機能の整備　－　エ　体験の機会の場の認定

計
画
本
文

誰もが安全に体験活動を行える場として、「体験の機会の場」の認定制度が道内において活用されるよう、道のホームページ等を通じ周知に努めます。

計
画
に
よ
る

推
進
施
策

①安全管理体制や事業計画等による適切な認定、制度及び認定された場の周知に努めます。

事業概要 事業名 主管部局
Ｈ２８

進捗状況と事業成果の評価、課題 今後の方向性



予算 実績

1 ①
「環境道民会議」、「北海道環境教育等推進協議会」、
「環境中間支援会議・北海道」など、様々な組織･団体
等との情報交換等を行う。

－ －

・北海道環境教
育等推進協議会
の開催
・環境道民会議
の開催、参加（総
会､企画委員会）
・環境中間支援
会議･北海道ミー
ティングへの参加
・ＥＰＯ北海道運
営協議会への参
加

・様々な主体が参集し、情報交換
等が実施されている

・引き続き、協働の推進に向
け、引き続き様々な主体と
の情報交換等を行う

環境生活部
環境政策課
環境企画Ｇ

通
し
番
号

施
策
区
分

事業概要 事業名
Ｈ２８

主管部局進捗状況と事業成果の評価、課題 今後の方向性

別紙１　北海道環境教育等行動計画における推進施策・関連施策の実施状況

（4）協働取組の推進

計
画
本
文

　道民、民間団体、事業者等との間で協働取組を効果的に行うために、各主体との情報交換等を行いながら、役割分担を明らかにし、各主体の自発性を尊重した協働取組を推進します。さら
に、環境教育等促進法で新設された協定制度や協働取組の届出制度を活用した各主体の連携促進に努めるとともに、中間支援団体による各主体への的確な支援のため新設された、国の
環境教育等支援団体の指定制度の周知に努めます。

計
画
に
よ
る
推
進
施
策

①道民、民間団体、事業者等の各主体との情報交換等を行います。

②環境道民会議の枠組み等を活用した協働取組の促進に努めます。

③市民活動団体や企業とのネットワークづくりや市町村、学校等との連携・協働の推進及び各主体間のコーディネートなど、中間支援組織としての機能の充実に努めます。（北海道環境サ
ポートセンター）

④コーディネーターや環境教育指導者の育成に努めます。（北海道環境サポートセンター）

⑤環境教育等促進法に基づく、協働取組推進のための協定制度や環境教育等支援団体指定制度の周知に努めます｡

点
検
結
果

（H28実績）

○環境教育等促進法に基づく協定制度等については、ホームページや各種会議等により、引き続き広く周知に努めます。

関連施策の実施状況 （予算単位：千円）

◯環境道民会議等を活用して、道民、民間団体、事業者及び行政との情報交換に取り組んでいます。また、情報交換・事例発表等の機会を通じて、協働推進に努めています。引き続き情報
交換等に積極的に取り組み、より一層の協働推進を図ります。

○中間支援等の役割を担っている北海道環境サポートセンターについては、引き続き助成を実施し機能の維持を図るとともに、より効果的な取組の実施を図ります。



別紙１　北海道環境教育等行動計画における推進施策・関連施策の実施状況

（4）協働取組の推進

2 ②

「環境道民会議」を通じて、全道的に活動している道
民や事業者などの民間団体と、参加団体が相互に情
報交換・情報共有を図り、各主体の連携・協働による
環境保全活動を促進。

○環境政策推進事業費
（環境保全活動推進費）

336

・総会及びウィン
ターミーティング
（事例発表、意見
交換会）の開催

・定期的に様々な主体が参集し、
情報交換等が実施されている

・引き続き、協働の推進に向
け、引き続き様々な主体と
の情報交換等を行う

環境生活部
環境政策課
環境企画Ｇ

3 ②

道、教育庁、公益財団法人北海道環境財団、北海道環境
教育等推進協議会などで協働し開催。環境教育等を推進
する人材の育成に向けた講座。
小・中学校教員や市町村職員などを対象とし、環境教育や
環境保全活動を推進するプログラム（体験活動やワーク
ショップなど）を研修。

環境教育･環境保全活動に
関するプログラム実践講座
【再掲】

－ 18人参加

環境教育や環境保全活動を推進
するプログラムの研修を継続実
施。環境教育の指導者のスキルの
普及に向け、平成27年度より参加
対象を民間団体・事業者にも拡
大。

環境教育の指導者の育成
に向けて、事業を継続する。
また、受講者が各々の所属
で実践できるよう講座内容
の充実を図る。

環境生活部
環境政策課、
教育庁
義務教育課
生涯学習課

4 ②

北海道コカ･コーラボトリング(株)、公益財団法人北海
道環境財団、道で協働。道と協定を結んだ北海道コ
カ･コーラボトリング(株)からの寄附を活用し、道内の
各地域で環境保全活動をに取り組む団体への支援や
フォーラムを開催する「北海道e-水プロジェクト」を実
施。

北海道の豊かな水と自
然を守る事業「北海道ｅ
－水(イーミズ)プロジェク
ト」【赤レンガチャレンジ
事業】【再掲】

－

・７団体及び１流
域ネットワークに
助成
・フォーラム１１月
開催（160名参
加）

・団体への助成を通じた道の施策
の推進

・引き続き民間企業等と協
働して地域における環境保
全活動へ助成を行う（H25～
流域を意識した複数の構成
団体による活動を優先採
択）

環境生活部
環境政策課
環境企画Ｇ

5 ②

(株)サッポロドラッグストアー、公益財団法人北海道環
境財団、道で協働。道と協定を結んだ(株)サッポロド
ラッグストアーからの寄附を活用し、同財団が実施
の、子供向け環境教育事業「地球温暖化ふせぎ隊」
への支援に結びつけ、身近な生活環境の中で地球温
暖化防止活動を推進。

民間企業と連携した｢地
球温暖化防止活動｣普及
啓発事業【赤レンガチャ
レンジ事業】【再掲】

－
16地域29回開催
1,220人参加

道内の各地域において、環境学習
プロク゜ラムの作成、実施及び、普
及に向けた活動に継続して取り組
んでいる。

・引き続き民間企業と連携し
て事業を実施するとともに、
活動の更なる充実を図り、
取組の拡大に努める。

環境生活部
環境政策課
環境企画Ｇ

6 ③

・地域イベントへの参画、道内企業における環境関連
キャンペーン事業への協力、相談業務等を実施。

・札幌圏にある４つの中間支援組織（公益財団法人北
海道環境財団、特定非営利活動法人北海道市民環
境ネットワーク、札幌市環境プラザ、環境省北海道環
境パートナーシップオフィス）における連携を推進。

7 ④
地球温暖化防止に係る指導者養成のための講習会
や、環境教育において指導者が活用するプログラム
の新規作成・リニューアルなどを行う。

北海道環境財団助成費
（情報収集・提供事業）
（環境教育推進事業）
（環境サポートセンター
運営事業）
【再掲】

・引き続き助成を実施し拠点
機能及び中間支援機能の
維持を図るとともに、各種の
取組をより効果的に実施す
る

環境生活部
環境政策課
環境企画Ｇ

・環境教育等に関する拠点及び中
間支援の役割を担っており、情報
提供や相談業務、環境教育のセミ
ナーや教室、各主体のコーディ
ネートなど幅広い活動を実施して
いる

・環境セミナー
5地域5回214人
参加
・環境教室
3地域3件109人
参加
・屋台形式ｲﾍﾞﾝﾄ
4地域7件605人
参加
・出前授業
4校80人参加
・相談
453件
・ＨＰアクセス
約3万3千件
・指導者講習会
1回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ作成
新規2件、更新2
件

60,883



別紙１　北海道環境教育等行動計画における推進施策・関連施策の実施状況

（4）協働取組の推進

8 ⑤
環境教育等促進法に基づく協定制度等について、ＨＰ
等を活用した制度の周知を図る。

－
・HPによる制度
の周知

・より多くの方々に制度等を知って
もらうことが必要

・引き続きＨＰ等を活用し、
幅広い周知を図る

環境生活部
環境政策課
環境企画Ｇ



予算 実績

1 ①
道や公益財団法人北海道環境財団などにより、メル
マガやＨＰを活用し、定期的に環境に関する情報を発
信。（北海道環境メッセージ（道のメルマガ）など）

－ －
道等のＨＰ等で提
供

・HPやﾒｰﾙﾏｶﾞｼﾞﾝを活用し、様々な
主体に情報提供している

・引き続きＨＰやﾒｰﾙﾏｶﾞｼﾞﾝ
により情報を発信するととも
に、情報内容の充実に努め
る

環境生活部
環境政策課
環境企画Ｇ

2 ①
道の生物多様性ポータルサイトにより、生物多様性保
全に関する情報を発信。

－ － 道のＨＰで提供
・定期的ＨＰ更新などの情報の充
実

・ＨＰの定期的な更新など、
情報発信を継続して実施

環境生活部
生物多様性保全課
生物多様性保全G

3 ①
道のＨＰに新エネルギーの導入事例、新エネルギー
導入ガイドブックなどを掲載。

ほっかいどう省エネ・新
エネ応援ライブラリー事
業【赤レンガチャレンジ
事業】

－ 道のＨＰで提供
・今後においても、道民に対する積
極的な周知が必要

・道のＨＰで提供
経済部
環境・エネルギー室
省エネ・新エネＧ

点
検
結
果

（H28実績）

◯ポータルサイトやメールマガジン等のインターネット機能を活用して、環境保全や環境教育等に関連する、幅広い情報を積極的に提供しています。

◯ホームページ等閲覧者の利便性を高めるために、引き続き定期的な更新や掲載内容の充実に努めます。また、情報提供活動で築いたネットワークを活用し、より効果的な情報収集・発信
を図ります。

別紙１　北海道環境教育等行動計画における推進施策・関連施策の実施状況

（5）情報の提供

計
画
本
文

　環境問題への取組を進める上では、各主体や主体間で必要な情報を共有することが不可欠であり、効果的な環境情報の提供を充実します。

計
画
に
よ
る
推
進
施
策

①道や北海道環境財団のホームページ・メールマガジン等を活用し、環境に関する情報の提供を充実します。

②環境に関する教材、人材、施設などの情報を提供します。

③幼稚園・保育所、学校及び事業者等に対し、環境に関する市民活動団体や地域の環境教育指導者等の情報を提供します。

④道民に対し、地域の環境保全活動や環境学習会などに関する情報を提供します。

⑤環境教育等に関する相談機能の充実を図ります。

関連施策の実施状況 （予算単位：千円）

通
し
番
号

施
策
区
分

事業概要 事業名
Ｈ２８

進捗状況と事業成果の評価、課題 今後の方向性 主管部局



別紙１　北海道環境教育等行動計画における推進施策・関連施策の実施状況

（5）情報の提供

4 ①
道立施設に設置した太陽光発電装置の導入効果を道
のＨＰで公開。

省エネ新エネ導入効果
「見える化」事業【赤レン
ガチャレンジ事業】

－ 道のＨＰで提供
・今後においても、道民に対する積
極的な周知が必要

・道のＨＰで提供
経済部
環境・エネルギー室
省エネ・新エネＧ

5 ①
洪水防止や生態系保全など、農業・農村が果たして
いる役割や多面的な機能について広く道民の理解を
促進するための事業を実施。

農業・農村コンセンサス
形成総合推進事業費

13,016

・農業・農村情報
誌の発行　年２回
・マスメディア等を
活用したＰＲ活動
への支援

・情報誌confa（コンファ）を発行した
ほか、JR広報誌や雑誌等を活用し
たＰＲ活動への支援を実施

・引き続き、農業・農村に対
する道民理解の促進に取り
組む

農政部
農政課
政策調整Ｇ

6 ②
道のＨＰに環境に関する教材、人材、施設などの情報
を掲載。

－ －
道のＨＰで提供
（各データベース
にリンク）

・ＨＰ閲覧者の利便性を高めるため
に、定期的な更新に努めている

・関係機関・団体への通知
事務や会議等の機会捉え、
引き続き周知を図る

環境生活部
環境政策課
環境企画Ｇ

7 ③
道のＨＰに環境ＮＰＯや地域の環境教育指導者等の
情報を掲載。

－ －
道のＨＰで提供
（各データベース
にリンク）

・ＨＰ閲覧者の利便性を高めるため
に、定期的な更新に努めている

・関係機関・団体への通知
事務や会議等の機会捉え、
引き続き周知を図る

環境生活部
環境政策課
環境企画Ｇ

8 ④
道のＨＰに、eco-アカデミアの開催状況、環境の村の
各種事業、キッズＩＳＯ14000プログラム、子どもエコク
ラブなどの情報を掲載。

－ － 道のＨＰで提供
・各種事業への申請・応募の利便
性を高めるために、定期的な更新
に努めている

・関係機関・団体への通知
事務や会議等の機会捉え、
引き続き周知を図る

環境生活部
環境政策課
環境企画Ｇ

9 ④
北海道リサイクル製品認定制度及び北海道リサイク
ルブランド認定制度により認定した製品の利用促進に
向けたPR等を実施。

循環資源利用促進事業
費（リサイクル製品認定
支援事業費）

8,542

認定製品パンフ
作成
道のＨＰで提供

・道認定製品の拡充及び積極的な
情報提供

・認定製品数の拡充ととも
に、利用促進の情報提供を
積極的に実施

環境生活部
循環型社会推進課
循環調整Ｇ

10 ④

どさんこ食育推進プランを着実に推進するため、どさ
んこ食育推進協議会の開催や地域段階の推進体制
の整備を促進するとともに、食育推進活動表彰や
ホームページを活用した普及啓発などにより道民運
動としての食育の展開を図る。

北の大地のめぐみ愛食
総合推進事業費（新北
海道らしい食育推進事
業費）

428

協議会２月開催
道のＨＰで情報提
供

・食育推進計画の推進
・地域の食育運動の底上げ

・ＨＰやイベントを活用し、食
育の普及

農政部
食品政策課
食品企画Ｇ



別紙１　北海道環境教育等行動計画における推進施策・関連施策の実施状況

（5）情報の提供

11 ④

土づくりを基本に、化学肥料や化学合成農薬の使用
を必要最小限にとどめたクリーン農業や、それらを基
本的に使用しない有機農業について、消費者等への
理解促進を図る取組を実施する。

環境保全型農業総合推
進事業費

13,191

クリーン農業の消
費者向け出前講
座
学校給食での有
機農産物の活用

・クリーン農業推進計画（第６期）に
基づく、クリーン農業への理解促進
・有機農業推進計画（第３期）に基
づく、有機農業への理解促進

クリーン農業の消費者向け
出前講座
学校給食での有機農産物
の活用促進

農政部
食品政策課
クリーン・有機農業Ｇ

12 ④
森林や森林づくり、木材利用に関する情報を季節情
報誌やホームページ等で発信するとともに、道民に森
林観察会等木育プログラムを提供。

道民との協働の森づくり
推進事業（木育の情報
発信）

6,385 道のＨＰ等で提供
・森林づくりに対する道民理解の一
層の促進

・木育に関する各種情報の
提供等を継続して実施

水産林務部
森林活用課
木育Ｇ

13 ⑤
様々な組織･団体等との情報交換や協働取組、調査
研究等により得た情報やネットワークなどの蓄積、活
用を図る。

ー －
・様々な情報や
ネットワークの蓄
積

・蓄積した様々な情報やネットワー
クの活用

・引き続き様々な情報やネッ
トワークの蓄積を図るととも
に、活用に努める

環境生活部
環境政策課
環境企画Ｇ



予算 実績

1 ①
道民意識調査、環境保全推進委員への意向調査や
委員からの提案等により把握。

－ -

・環境保全推進
委員への意向調
査の実施や提案
等の随時受付、
公表

・環境教育の推進に向け、環境保
全推進委員からの回答を取りまと
め、施策の検討資料として活用し
ている

・環境教育を取り巻く状況を
把握するため、引き続き調
査等を実施する

環境生活部
環境政策課
環境企画Ｇ

2 ②
各種会議への出席、資料等の収集により状況の把
握、情報を蓄積・共有。

－ -

・環境教育に関
連する各種会議
への参加など
・他都府県の環
境教育に関する
情報収集など

・関係機関・団体の主催する会議・
ｾﾐﾅｰ等に出席し、幅広い情報の蓄
積に努めている

・新しい情報の収集や蓄積
情報の充実に向け、引き続
き各種会議・ｾﾐﾅｰ等に積極
的に参加する

環境生活部
環境政策課
環境企画Ｇ

3 ③
環境教育に関する学習プログラムや教材の研究開発
を行う。 － -

・新たな教材や
学習プログラム
の開発推進

・新たな教材や学習プログラムを提
供し、学校現場での普及を図る必
要

・新たな教材や学習プログラ
ムの開発を進め、Ｗｅｂや研
究会等を通して普及促進を
図る

教育庁
義務教育課
教職員研修G

点
検
結
果

（H28実績）

○環境教育や環境配慮活動等について、道の委嘱する環境保全推進員、各種セミナー参加者及び市町村等を対象に調査を行い、現状の把握に努めています。また、効果的に施策を展
開するため、引き続き、調査に取り組みます。

○各種会議（環境省環境教育担当者会議等）やセミナー等への積極的な参加及び他都府県から入手する資料により、広範囲な情報の収集に努めています。また、効果的に施策を展開
するため、引き続き、情報の取りまとめや分析等に取り組みます。

○学校における環境教育に関する学習プログラムや教材について、小・中・高校での普及促進に努めています。また、新たな学習プログラムの開発等にも取り組んでいます。

別紙１　北海道環境教育等行動計画における推進施策・関連施策の実施状況

（6）調査研究

計
画
本
文

環境教育の実施状況、内容や方法について調査研究を行い、環境教育の向上に努めます。

計
画
に
よ
る
推

進
施
策

①環境に関する道民の意識やニーズを調査し、施策に反映するよう努めます。

②国、他都府県、道内市町村や海外における環境教育の状況を調査・研究し、情報を蓄積・共有するとともに、施策に反映するよう努めます。

③学校における環境教育の効果的な指導方法に関する講座を展開します。（道立教育研究所・附属理科教育センター）

関連施策の実施状況 （予算単位：千円）

通
し
番
号

施
策
区
分

事業概要 事業名
Ｈ２８

進捗状況と事業成果の評価、課題 今後の方向性 主管部局


